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論 文 内 容 の 要 旨
第1章 意図的社会変動の理論をめざして
社会変動は、社会の中の特定の行為主体 本稿ではこれを 「変革主体」 と呼ぶ が何 らかの
意図ないしは目的を持って社会を変動 させようとする 「意図的社会変動」と行為主体の意図とは関










革主体が何 らかの手段を実施 して社会的結果が生 じるというマクロな社会現象である(矢 印A)。
しかしその背後には、矢印B、C、Dで 表される多水準間移行が存在する。変革主体による手段の
実施は、社会の他の行為者 本稿では彼 ら/彼 女 らを 「意思決定者」と呼ぶことにする に対
して新 しい状況を設定する(矢 印B)。 意思決定者は新 しい状況の下で行為を選択する(矢 印C)。
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そして選択 された行為は集積 して社会的結果を生み出す(矢 印D)。 第3章 で詳述す るが、矢印D
で表されるミクロレベルからマクロレベルへの移行に意図的社会変動の成功/失 敗に関する別解の
可能性が潜んでいる。
第2章 基本問題 と研究戦 略
本稿で解くべき問題 は 「ある意図的社会変動は成功するのに、ある意図的社会変動は失敗するの
はなぜか」 というものである。 この基本問題に答えるためには、図1の 矢印B、C、Dに 関わる三
っの問題を設定し、それらに適切に答えなければならない。まず第一に、変革主体による手段の実
施は、社会の意志決定者に対 して、いかに新 しい状況を設定するのか。第二に、意志決定者 はどの
ように新 しい状況に反応するのか。第三に、 ミクロレベルの意志決定者の反応はどのようにマクロ
レベルの社会的結果へと集積 していくのか。
本稿では、これ らの問題に答えながら意図的社会変動の理論を構築 していく。 しか しその前に、
従来の理論がこれ らの問題にどのように答えているかを探求 し、従来の理論の意義と問題点を理解






況を生みだし、新 しい状況の下で行為主体はいかに行為を選択 し、選択された行為がいかに集積 し
て社会構造の変動にっなが っていくかを解明できない。
史的唯物論は、物質的生産諸力を機能要件 と解釈 し生産諸関係を社会構造と解釈するならば、構
造機能主義の社会変動仮説 と基本的に同 じ論理構成を持 っていることが分かる。それゆえ構造機能
主義 と同 じ問題点を抱えている。
これ らの社会変動論 と異なり、今田高俊によって提唱されている自己組織性理論は行為 レベルと
社会システムレベルとの間の移行を取り入れている。 しかしながら、多水準間移行の取り扱いが概
念 レベルの議論に留まっていて、そのメカニズムの分析は十分に行われていない。
















資源動員論をさらに一般化 したものだと考えることができる。第四の理論は、 日本で独立に発展 し








































行為は複数存在 し、その中か らどれを選ぶかは行為者の自由裁量に任 される。 この自由裁量域の存
在ゆえに、意図的社会変動の成否は単純には予測できない。





主体は、 目標行為者の効用改善を実現すると自ら信 じる手段(制 度)を 選択する。 これに対 して、
意思決定者 は、実施 された制度を新たな主観的制約条件としながら、 自己の効用を最大化すると自
ら信ずる行為を選択する。
以上の準備をした上で、意図的社会変動の多水準移行 に着 目して、意図的社会変動の成功/失 敗
のメカニズムを解明する。意図的社会変動では、変革主体は、社会的メカニズムを前提 として、望
ましい社会的結果を実現する社会的原因を手段として選択する。変革主体が社会的メカニズムを的
確に把握 しているならば、このような手段選択も可能である。 しか しながら経験的には、手段選択
に失敗 し、変革主体は目的を実現できないことがある。意図的社会変動の失敗である。
それでは変革主体はなぜ社会的メカニズムを的確に把握できないのだろうか。 このことを考察す
るために、図1の 意図的社会変動分析の基本的枠組を用いよう。変革主体の導入 した新 しい制度は
意思決定者に新 しい状況を提示する(矢 印B)。 意思決定者にとって、 このことは次 の2種 類の事
態が生 じることを意味する。(1)行為選択肢の集合が拡大 したり縮小 したりする。②行為選択肢に対
する選好順序が変化する。次に、このような行為選択肢に関する変化を主観的制約条件 として、意
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「限 られた」 ものにな らざるをえない。
さらに、意図せざる結果が生 じる原因も、複数の生起可能な社会的メカニズムの存在に求められ
る。変革主体にとっては、主観的な社会的メカニズムの下で生 じる社会的結果が意図した結果であ







本章では、1973年 に日本で実施 された医療費無料化政策を対象にしたモデルを構築 し、前章での
議論をより具体的な水準で展開する。 この事例での変革主体 は厚生省、意思決定者はN人 の高齢
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者、 目標行為者 もN人 の高齢者だと仮定する。 また政策実施前の高齢者の利得は0と 仮定する。
この政策が実施 されると、高齢者は新 しい行為選択肢(戦 略)に 直面する。一つは 「節度を保っ
て医療機関を利用する」 という選択肢(協 力選択)で あり、 もう一つは 「政策導入前よりも頻繁に




ただ し0(m十1)は 肌人が協力選択をしているときに自分 も協力選択 をするときの利得、D
(肌)は 肌人が協力選択をしているときに自分は非協力選択をするときの利得である。また わは協
力選択するときの便益、Bは 非協力選択するときの便益、んは非協力者が一人いるごとに生 じるコ
ストである。 これ らのパ ラメターの間には、B>6>0,B-N々 〈0,B一 わ〉んという仮定を置 く。
このような状況の下では、非協力選択をする方が高い利得を得 られるので、すべての高齢者 は非
協力選択をする。 このときの高齢者の利得D(0)は0よ りも小 さくなって しまう。 すなわち高
齢者の利得は政策によって改善されないので、この政策は失敗 したことになる。
それでは、変革主体である厚生省はなぜ高齢者医療費無料化政策を実施 したのだろうか。厚生省







数が2種 類あると想定する。第一は、上の状況 と同様にB-bが んよりも大きい利得関数である。
第二は、B-bが んよりも小さい利得関数である。そして厚生省は高齢者がどち らの タイプか分か
らずに政策を実施するかしないか判断する。
このような状況では、高齢者が第二のタイプである確率がある程度大きければ、厚生省が政策を
実施 し高齢者が協力を選択する均衡経路 と厚生省が政策を実施 し高齢者が非協力選択する均衡経路
が存在する。前者の均衡路上の社会的結果では政策は成功するが、後者では失敗する。
ここで重要なことは、どちらの社会的結果が実現するかは高齢者のタイプによるが、厚生省 は高
齢者のタイプを事前に知 ることはできない、 ということである。つまり政策実施後に生起 しうる社











次に、新たな運動状況の下で、人々に 「社会運動に参加する」 と 「社会運動に参加 しない」という
新 しい選択肢が提示 され、人々は社会運動に参加するか しないかの決定を行 う。そして人々の選択
が集積 して、当該の社会運動が集合的問題を解決 したりしなかったりする。
本章では、このような状況を次の仮定によって定式化する。
(1)社 会は1>F人の行為者か らなる。彼ら/彼 女 らは潜在的変革主体であると同時に目標行為
者でもある。
(2)社 会問題が発生する前の行為者の利得は8(0〈8<1)で 、発生後の利得は0で ある。
③ 各行為者は次の二っの選択肢から一っを選ぶ。
σ:コ ストc(0<c<1-s)を 払 って社会運動に参加する。
D:社 会運動に参加 しない。
(4)社 会運動が社会問題を解決するのに必要な最少参加人数は肌人である(1<隅 ≦初 。
⑤ 社会運動が社会問題を解決 した場合の各行為者への利益は1で ある。
このゲームの均衡 は2種 類ある。第一は、誰 も社会運動に参加 しないという状態である。 この場
合、運動は社会問題を解決 していないので、各行為者の利益 は0で ある。 これはsよ り小さいので、
社会運動は失敗 したことになる。第二のナッシュ均衡は、運動が社会問題を解決するのに必要な最
少参加人数の肌人が参加するという状態である。 このナッシュ均衡の下での参加者の利得 は1-o
不参加者の利得は1で あり、これらの利得 はsよ りも大 きい。すなわち社会運動は成功 したことに
なる。
このような複数のナッシュ均衡、すなわち複数の社会的結果の存在は、社会的メカニズムも複数





連帯集団(社 会的ネットワーク)に 属 していると、属 していない人々にくらべて参加 コス トcが 異
なると考えられる。このことを考慮 して、混合戦略均衡の分析を行 うと、連帯集団に属する入々の
参加 コス トが低減するにっれ、社会運動が大成功に終わる場合 と大失敗に終わる場合の2通 りの均
衡が生 じる数値例が得 られた。



















論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、合理的選択理論に基づいて、意図的社会変動のメカニズムを理論的に考察 したもので
ある。
本論文の基本的問は、「ある意図的社会変動 は成功するのに、ある意図的社会変動 は失敗す るの
はなぜか」 というものである。 この間に対 して、従来の社会科学理論は十分に答えることが出来な
かった。本論文は、先行研究の問題点を吟味した後に、合理的選択理論に基づいた多水準分析の考
え方を用いて、上記の問に一般的な解を与えると共に、ゲーム理論を駆使 して、2種 類の意図的社




が何 らかの意図ない し目的を持 って社会を変動 させようとするものである。 しかし、意図的社会変
動は成功するとは限らない。有力な理論である 「資源動員論」は、その原因を変革主体における資





主体が何 らかの手段を実施 して社会的結果が生 じる」 というマクロ水準の社会的メカニズムを、(1)
変換主体による手段の実施が、社会の他の行為主体(「意思決定者」)に対 して新 しい状況を設定す
る 〔マクロ水準からミクロ水準へ〕、②意思決定者が新 しい状況の下で行為を選択 する 〔ミクロ水
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準〕、(3選 択された行為が集積 して社会的結果を生み出す 〔ミクロ水準からマクロ水準へ〕、という
3っ のメカニズムに分解する。このような分析装置の基本的考え方を示 した後に、本章では、意図
的社会変動の分析が、(1)社会計画や社会運動の分析に一般的な枠組みを提供する、(2)社会変動論の
展開に寄与する、③ 「意図せざる結果」の研究に新たな視角を提供す る、 という3点 において重要
であることを主張 し、さらに、ゲーム理論使用の必然性を主張する。
「第2章 基本問題と研究戦略」では、1章 で定式化 した課題に関する多 くの先行研究が検討さ
れる。その中で、それぞれの理論から学ぶ点が確認 されるとともに、意図的社会変動理論を適切に
分析するための研究戦略が浮き彫りになる。第一に、意図的社会変動における多水準間移行に重点





以上の準備を経て記される 「第3章 意図的社会変動の合理選択理論」 は、本論文の中核をなし
ている。合理的選択論に基づいて意図的社会変動の成功/失 敗のメカニズムを分析する準備として、
第一に意図的社会変動に関わる行為者の分類を行 う。基準は二っある。一っは既述の変革主体一意
思決定者であり、 もう一つは目標行為者(意 図的社会変動の対象 となる行為者)一 非目標行為者
(意図的社会変動に関わるがその対象でない行為者)で ある。この二っの基準を用 いて、 大衆的社
会運動 とエ リー ト主導型の社会運動や社会計画の特徴が明らかになる。準備の第二は、変革主体の
目的と手段である。目的は、個人的解決方法では解決できない問題を抱えている行為者(目 標行為
者)の 問題を解決すること、と定義される。また、手段 としては、新 しい制度の導入を考える。準
備の第三は、意図的社会変動の成功と失敗の判断基準として、.「意図的社会変動の成否 は、 目標行
為者の効用改善によって判断される」 と仮定する。準備の第四は、行為者の行為原理 として主観的
合理性一 変革主体は目標行為者の効用改善を実現すると自ら信 じる手段(制 度)を 選択 し、 これ
に対 して意思決定者は、実施された制度を新たな主観的制約条件 としなが ら、 自己の効用を最大化
すると自ら信 じる行為を選択する を仮定することである。以上の準備を踏 まえて、著者は、意
図的社会変動の多水準間移行に着目しっつ意図的社会変動の成功/失 敗のメカニズムを解明する。
変革主体が導入 した新 しい制度によって状況が変化 し、それに応 じて意思決定者の選択も変化する。
そして、それが集積 してマクロ水準の社会的結果を生み出す。 しか し、 この集積過程では、個々の
行為者が他者との相互作用の中で意思決定をするので、起こりうる社会的結果が複数存在 し、その





「第4章 意図的社会変動のゲーム理論的モデル1」 では、1973年 に日本で実施された医療費無









体と目標行為者が同一のゲームとして定式化 される。 このゲームの均衡分析から、2種 類のナッシュ














よって本論文の提出者 は、博士(文 学)の 学位を授与 されるに十分な資格を有するものと認め ら
れる。
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